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2 牛島万「9．エル・チャミサル問題」大泉・牛島（2005）73-78 ページ。 
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統領の名前を冠して現在の名称になった。人口が急増したのは第１表から見てとられるように
1960 年代からで、2005 年には 130 万人の人口を数えるようになっているが、マキラドーラが
生産調整をしている現在では、110－20 万人程度であろう3。メキシコでは、メキシコシティ、
グアダラハラに続く人口数第３位か第４位の都市である。対岸のエルパソは、市域の人口は 60
















2005 1,301,452   

















                                                          
3 Wikipedia スペイン語版のこの都市の項目の記述によれば、マキラドーラの不振だけでなく、悪化する治
安と暴力抗争から逃れるために、50 万人近い人が最近この都市を去っているという推測がある。 
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現在では 19 ある。（第２表参照）統計によれば、2006 年にこの都市には 279 工場のマキラド
ーラが立地し、236,293 人を雇用し、504.1 億ペソの生産をおこなっていた。１工場あたりで
いえば生産額は１億 8,700 万ペソ、雇用数は 846 人になる。ティファナは、工場数は 568 と多




























留保地(カントン) 670 0 0 0 
パーク全体 1,327 255 542 229 
Antonio J.Bermudez 174 0 139 32 
Rio Bravo-Beffer 75 0 36 16 
Panamericano 31 0 22 6 
Los Aztecas 36 0 30 8 
Los Fuentes 59 16 15 14 
Salvacar 49 0 49 8 
Zaragoza 66 47 20 5 
Fernandez 30 0 12 11 
Gemma I 40 3 4 12 
Gemma II 10 0 10 4 
Juárez 60 39 7 18 
Industrial Intermex 75 4 49 15 
Intermex Sur 85 52 6 7 
Omega-Magnaplex 188 0 76 22 
Aeropuerto-CD Juárez 72 0 28 24 
Aerojuárez 70 38 3 12 
Las Americas de Juárez 30 0 8 5 
North Gate 36 22 7 5 
Centro Industrial Juárez 146 34 21 5 
  
資料：チワワ州ホームページ 
(http://201.131.19.30/monografias/contenido.asp?idcontenido=2266&Idioma=1, accessed 2010/10/07） 
  
 シウダーファレスは、マキラドーラの集積地であると同時に、犯罪と暴力事件が頻発するき
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図１ シウダーファレスと 
































































                                                                                                                                                        
る。グレゴリー・ナヴァ監督の映画『ボーダータウン：報道されない殺人者 Border Town』（2008）では、
マキラドーラに関係しているメキシコの財閥家族の一員が犯行グループにいると想定されている。 
5 The News（Mexico City）, Feb, 4, 2010, p.1. 
6 The News（Mexico City）, Feb, 25, 2010, p.1. 
7 American Chamber Mexico（2010）. 
8 Reuters（Edition U.S.）, Global News Journal, Oct 7, 2010 
（http://blogs.reuters.com/global/2010/10/07）accessed Oct. 14, 2010. 
9 Wikipedia“Ciudad Juárez”英語版 accessed Oct. 14, 2010. 
10 2009 年通年のメキシコの実質 GDP 成長率はマイナス 6.5 パーセントと第二次大戦後最悪であったが、
第４四半期から回復に転じていて、2010 年の第１四半期には前年同期比 4.3 パーセント増になっている。
この第１四半期は、特に自動車の生産と輸出が好調で前者が 52 万台、後者が 43 万台とともに過去最高を記
録しているが、国内販売は 19 万台で低迷している。（ジェトロ「メキシコ経済動向（2010 年 10 月 27 日）」
http://www.jetro.go.jp/worls/cs_america/mx/basic_03） 
11 メキシコ連邦政府、チワワ州政府の治安維持の約束にもかかわらず、治安状態は悪化する一方である。
８月現在でこの都市での 2010 年の殺人数は 1,860 人を超え、女性の誘拐殺人も 142 名を数えた。
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２．マキラドーラと NAFTA 
 
































                                                                                                                                                        
（http://www.foxnews.com/world/2010/08/21, http://www.latina.co.jp/topics/ accessed 2010/10/14） 
12 マキラドーラの起源については、谷浦（2000）p.258 以下を参照。現在の Mexamerica の範囲は、国境か
ら 210 キロである。Morelos（2009）p.113. 
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第３表 21 世紀初頭のメキシコ・マキラドーラ 
  
単位：付加価値・報酬・中間投入の単位は 100 万ペソ 















報酬（名目） 88,932.1 88,433.1 91,604.8 100,507.1 109,652.5 119,033.7






























資料出所：INFOESSTADISTICA, Año VII(1), Enero 2010, p.169 （数値は INEGI による） 
                                                          





15 2006 年 11 月にメキシコ政府は、輸出が主である企業を対象としたマキラドーラ制度を国内販売が主で
ある企業が輸出品を製造する際の部品現在料の保税優遇プログラム（PITEX）と統合して、IMMEX とい
うプログラムに統合した。この新制度が適用される企業の輸出義務は、年間 50 万ドル以上あるいは全生産
の 10 パーセント以上である。中畑（2010）p.184-186 参照。 
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 石油 18,602.4 23,666.6 31,890.7 39,021.9 
 非石油 146,164.1 164,232.0 182,342.2 210,903.2 
輸出 農産物 5,035.6 5,683.9 6,008.3 6,852.8 
 鉱産物 496.3 900.3 1,167.7 1,316.8 
















 消費財 21,509.0 25,409.0 31,512.9 36,901.0 








 それ以外 69,774.3 81,061.5 88,412.3 101,129.2 
 資本財 20,205.3 22,597.0 26,215.5 30,524.9 
  





単位は 100 万ペソ 
 2001 2002 2003 2004 2005 2006 
食品 2,018.0 2,288.3 3,411.7 3,001.1 3,566.4 4,964.9 
繊維 28,029.1 27,601.3 28,493.7 29,080.1 27,873.0 25,645.4 
靴 1,054.0 961.3 976.1 969.5 881.6 960.8 
家具 12,842.1 12,884.1 13,557.0 15,515.7 16,600.4 18,865.9 
化学 3,955.2 4,188.3 4,305.3 5,060.4 6,367.0 8,598.0 
輸送機器 32,657.7 40,344.8 43,551.6 47,113.4 51,630.2 61,163.2 
道具 2,789.4 3,153.2 3,812.0 4,346.8 4,847.0 5,746.2 
機械 15,275.1 17,222.7 20,658.6 23,652.9 27,696.9 33,150.2 
電子素材 50,596.9 44,438.2 47,926.5 50,416.1 53,536.5 56,999.4 
玩具 1,642.6 1,624.8 1,446.8 1,614.6 1,597.8 1,651.5 
その他 19,803.1 20,844.8 23,536.7 27,114.3 31,393.8 36,127.1 
サービス 6,592.3 6,304.2 7,017.6 8,999.3 10,378.8 11,357.0 
全体 177,255.4 181,858.0 198,693.7 216,884.0 236,369.2 265,219.5 
  
資料出所：INFOESTADISTIC A, Año VII(1), Enero 2010, p.169 (数値は INEGI による） 
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 2006 年のマキラドーラは付加価値 2652 億ペソを生み出しているが、これは同年のメキシコ
全体の名目 GDP の 10 兆 3798 億ペソの２パーセント強にすぎず、就業者 117 万人もメキシコ
全体の就業者 4,300 万人のほぼ同様に僅かな部分に過ぎない。（第４表）しかし、貿易面でみる










第６表 マキラドーラ主要業種の価値構成と人員構成（2006 年 12 月） 
  
単位：百万ペソ、人、時間、事業所数 
 全体 繊維関連 輸送機器 機械 電子電気機器 
付加価値（名目） 23,656.6 2,164.5 5,342.7 3,031.1 5,234.6 
報酬 10,6696.9 963.4 2,493.2 1,216.6 2,603.9 
国産一次原料 2,106.8 143.6 518.0 100.8 356.7 
国内包装 501.7 16.1 92.9 232.7 42.7 
雑費 6,813.8 642.3 1,513.0 741.2 1,466.7 
利益ほか 3,537.5 399.2 725.5 739.9 764.6 
中間投入（名目） 70,031.1 3,858.4 10,797.5 16,286.2 24,178.7 
国産 2,608.5 159.7 610.9 333.4 399.5 
輸入 67,422.7 3,698.7 10,186.6 15,955.2 23,779.2 
従事者数 1,170,962 158,286 268,032 123,632 254,887 
労働者 912,047 132,519 295,548 92,455 193,139 
  男 414,037 56,314 100,575 42,072 73,417 
  女 498,010 76,205 104,973 50,383 119,722 
技術者 156,991 17,414 37,385 18,261 37,495 
管理職 101,924 8,353 1,825 12,916 24,253 
総労働時間（月間） 209,035.3 27,436.0 46,322.0 21,357.3 48,255.6 
事業所数 2,783 461 313 169 420 
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年には全体で 210 万台を生産している。この年の自動車輸出は 166 万台で、国内向け販売の















む産業集積を FDI によって作り出している。日産の TSURU、VW のニュー・ビートルのよう
に、新興市場に向けた世界戦略を体現した製品も生産されている。 
                                                          
16 自動車産業などで NAFTA の原産国規定が日系企業に不利に働いたことが、対墨輸出の不利とともに、
日本政府をメキシコとの FTA 交渉に駆り立てた。2005 年には「日本・メキシコ経済連携協定（日墨 EPA）」
が締結され、関税率の撤廃ないし引き下げがおこなわれた。日系企業は、この協定によって部品や原材料
輸入の不利を軽減し、とくに自動車市場においてそのシェアを引き上げた。対 NAFTA 加盟国以外への輸
出であれば保税加工輸入（現在は IMMEX 制度）の恩典も有効であるので、日墨 EPA の締結は、日本企業
にとって中南米市場への進出への足がかりにもなりうる。中畑（2010）pp.116-126, 184-199 参照。 
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17 中畑（2010）、American Chamber Mexico（2010）. 
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 米国移民統計局の研究グループがおこなった推計では、2009 年 1 月に米国には 1,075 万人の
非認可移民が住んでおり、そのうちの 665 万人がメキシコ生まれである。2000 年にはそれぞ
れの数字は 846 万人と 468 万人であった。増加分の 85 パーセントがメキシコからの流入によ
るもので、この時期の平均をとれば毎年 22 万人が増加したことになる。非認可移民が多い州 
 
                                                          
18 米国は 1980 年代の非認可移民の増加に対処するため、1986 年に移民改革統制法を制定し、５年以上滞
在している移民を公的に認知した上で、新規の非認可移民を阻止しようとした。この際、約 160 万人がそ
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第７表 米国の非認可移民とその滞在州の推計(2000 年-2009 年) 
  
出生国 2000 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 
全体 8,460,000 10,490,000 11,310,000 11,780,000 11,600,000 10,750,000 
メキシコ 4,680,000 5,970,000 6,570,000 6,980,000 7,030,000 6,650,000 
     
居住州     
全体 8,460,000 10,490,000 11,310,000 11,780,000 11,600,000 10,750,000 
カリフォルニア 2,510,000 2,890,000 2,790,000 2,840,000 2,850,000 2,600,000 
テキサス 1,090,000 1,670,000 1,620,000 1,710,000 1,680,000 1,680,000 
フロリダ 800,000 970,000 960,000 960,000 840,000 720,000 
ニューヨーク 540,000 560,000 510,000 640,000 640,000 550,000 
イリノイ 440,000 550,000 530,000 560,000 550,000 540,000 
ジョージア 220,000 490,000 490,000 490,000 460,000 480,000 
アリゾナ 330,000 510,000 490,000 530,000 560,000 460,000 
ノースカロライナ 260,000 370,000 360,000 380,000 380,000 370,000 
ニュージャージー 350,000 440,000 420,000 470,000 400,000 360,000 
ネヴァダ 170,000 230,000 230,000 260,000 280,000 260,000 
他州 1,760,000 1,800,000 2,900,000 2,950,000 2,950,000 2,730,000 
  
資料出所：Hoeffer, Rytina, and Baker（2010）. Office of Immigration Statistics 
  
 合法の移民受け入れについても、近年ではメキシコが最大の移民送り出し国になっている。
2009 年に新たに米国永住資格（グリーンカード）を得た外国人 113 万人のうちメキシコ人は
16 万５千人（14.6％）で６万人台の第２位中国、第３位のフイリピンを大きく引き離している20。 





コ人も存在するのであろう。実際、第 7 表から読み取れるように、2005 年から 2007 年の越境
移住者総数の増加、2008 年から 2009 年における同総数の減少の大部分はメキシコからの越境
                                                          
20 米国は、永住可能ビザの発給については、家族よびよせビザ（年間枠 48 万人）、雇用関連ビザ（年間枠
14 万人）、移民源多様化プログラム（年間枠 5.5 万人）と年間枠を設けて運用しているが、すでに米国の市
民権や永住資格を得たメキシコ出身者が増加したため、新規の永住ビザについてもメキシコ人の割合が多
くなっている。 
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たり平均 GDP は１万 200 米ドル（2008 年）であるから、今後 10 年程度はメキシコが順調に
経済発展を続けたとしても越境移住への動きは強まり続けることになる。ラタピ＝マーチン
（2006）によれば、移住圧力が減少に転じるのは 2020 年から 2030 年頃である24。 
 
                                                          
21 ただし、この推計ではテキサス州の非認可移民数は米国景気と連動していない。 
22 Latapi and Martin（2006）. 
23 NAFTA の補完協定では、米加墨の３国で非移民の専門職ビザを発給することが定められているが、米
国は 2004 年までメキシコ人についてはその枠を年間 5,500 人に制限していた。（労働政策研究・研修機構
ホームページ「海外労働情報：アメリカの移民政策」http://www.jil.go.jp/foreign/labor_system/2004_11 
/america_01.htm, accsessed 2010/09/28） 
24 Latapi and Martin（2006）, p.18. 
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４．経済統合の（非）制度化 
 

































                                                          
25 Morales（2008）, pp.122-25. 
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 そして、それ以上に、許可を得ずに越境、あるいは滞在を延長して米国内に居住している外









































































American Chamber Mexico (2010) “ Foreign Direct Investment in Mexico: Is your 
lnvestment Safe?” (www.amcham.org.mx, access 2010/09/08) 
 
Hoeffer, M., N. Rytina, and B. C. Baker (2010) “Estimates of the Unauthorized Immigrant 
Population Residing in the United States: January 2009 ” , Population Estimates, 
January 2010 (Homepage of Office of Immigration Statistics, Homeland Security, 
United States) 
 
摂南経済研究 第 1 巻 第 1・2 号 （2011） 
―  ― 150
INFOESTADISTIKA, Año VII, vol.1 (Enero 2010) 
 
Latapi, A. E. and S. Martin (2006), Mexico-U.S. Migration Management: A Binational 
Approach, Executive Summary 
 
Meza, L. and C. Pederzini (2006) “Condiciones Laborales Familiares y la Decision de 
Migracion: El Caso de Mexico”, Documento de apoyo del Informe sobre Desarrollo 
Humano Mexico 2006-2007. Mexico City: Programa de la Naciones Unidas para el 
Desarollo 
 
Morales, I. (2009) Post-NAFTA North America: Reshaping the Economic and Political 
Governance of a Changing Region, Houndmills, Palgrave Macmillan 
 
Rodiguez, T. (2007) The Daughters of Juárez: A True Story of Serial Murder, South of the 
Border, New York, London, Tronto, Sydney: Atria Books 
